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社会福祉法人さぬき市社会福祉協議会  

有料広告掲載事業に関する基本要綱  

 

(趣旨 ) 

第１条 この要綱は、さぬき市社会福祉協議会の自主財源の確保を図る

ことを目的として実施するさぬき市社会福祉協議会有料広告掲載事

業 (以下「広告事業」という。)に関し必要な事項を定めるものとする。  

 

(定義 ) 

第２条 この要綱において広告事業とは、次に掲げるさぬき市社会福祉

協議会が管理する資産等に広告を掲載し、若しくは掲出し、又は命名

し、これに伴う対価を徴収することをいう。  

(１ ) さぬき市社会福祉協議会が発行する刊行物及び印刷物  

(２ ) さぬき市社会福祉協議会のホームページ  

(３ ) さぬき市社会福祉協議会の構築物  

(４ ) 公用車等  

(５ ) その他広告掲載媒体として活用できるもの  

 

(広告の基準 ) 

第３条 次の各号のいずれかに該当するものは、広告の掲載をしない。 

(１ ) 法令等に違反するもの又はそのおそれがあるもの  

(２ ) 人権侵害、差別、名誉毀損のおそれがあるもの  

(３ ) 社会問題についての主義主張に係るもの  

(４ ) 政治活動又は宗教活動に係るもの  

(５ ) 個人、団体等の意見広告を内容とするもの  

(６ ) 公衆に不快の念を与えるおそれのあるもの  

(７ ) 他をひぼう、中傷又は排斥するもの  

(８ ) 国内世論が大きく分かれているもの  

(９ ) 法律で禁止されている商品、無認可商品及び粗悪品などの不適

切な商品又はサービスに係るもの  

(10) 非科学的又は迷信に類するもので、利用者を惑わせたり、不安

を与えたりするおそれのあるもの  

(11) さぬき市社会福祉協議会が推奨していると誤解させるようなも

の  

(12) 次に掲げる業種又は事業者に係るもの  
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ア 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律 (昭和２

３年法律第１２２号 )に規定する風俗営業及びこれに類似する

業種  

イ マルチ商法、催眠商法等の悪質商法又は商品先物取引とみな

されるもの  

ウ ギャンブル性を有する業種  

エ 消費者金融  

オ 法律に定めのない医療類似行為を行う業種又は事業者  

カ その他社会問題を起こしている業種又は事業者  

(13) 消費者保護の観点から適切でないもの  

ア 誇大な表現 (誇大広告 )であるもの (根拠となる資料を要す

る。 )及び根拠のない表示や誤認を招くようなもの  

イ 虚偽の内容を表すもの  

ウ 責任の所在が明確でないもの  

(14) 青少年保護及び健全育成の観点から適切でないもの  

ア 暴力や犯罪を肯定し、助長・連想するような表現をするもの  

イ 残酷な描写など、善良な風俗に反するような表現をするもの  

ウ 青少年の身体、精神及び教育に有害なもの  

(15) その他会長が広告掲載として適当でないと認めるもの  

 

(広告の順位 ) 

第４条 広告を掲載する優先順位は、次の各号の順序とする。  

(１ ) 国、地方公共団体、公益法人及びこれらに類するものの広告  

(２ ) 私企業のうち、市内に事業所を有するものの広告  

(３ ) 前２号に該当しないものの広告  

 

(広告の募集 ) 

第５条 広告の募集は、原則として公募するものとし、広報紙及びホー

ムページ等により行う。ただし、会長が特に必要と認める場合は、広

告代理業を営む者に委託することができる。  

 

(広告掲載の申込み ) 

第６条 広告を掲載しようとする者 (以下「申込者」という。)は、さぬ

き市社会福祉協議会有料広告掲載申込書 (様式第１号 )に、掲載しよう

とする広告の原稿及び図面等を添えて、会長に提出しなければならな

い。  

http://www.sanuki.ne.jp/reiki_int/reiki_honbun/o1110589001.html#y1
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(広告掲載の決定 ) 

第７条 会長は、前条の申込書を受理したときは、速やかに内容の審査

を行い、掲載の可否を決定し、その結果をさぬき市社会福祉協議会有

料広告掲載決定通知書 (様式第２号 )により申込者に通知するものと

する。ただし、会長は、必要がある場合は、申込者に修正を求めるこ

とができる。  

２ 前項の場合において、広告掲載が適当と認める申込みが掲載募集枠

数を超過する場合は、抽選により広告掲載を決定するものとする。  

 

(広告料の納入 ) 

第８条 広告掲載の決定通知を受けた申込者 (以下「広告主」という。)

は、会長が指定する期日までに、広告料を一括納入しなければならな

い。  

 

(権利譲渡等の禁止 ) 

第９条 広告主は、決定を受けた広告掲載の権利を譲渡し、又は転貸し

てはならない。  

 

(広告主の責任等 ) 

第１０条 広告の内容に関する責任は、広告主が負うものとする。  

２ 広告主は、掲載しようとする広告が屋外広告物法 (昭和２４年法律

第１８９号 )に規定する屋外広告物に該当する場合は、香川県屋外広

告物条例 (昭和４０年香川県条例第１８号 )に規定する許可を受けな

ければならない。  

 

(掲載決定等の取消し ) 

第１１条 会長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、第７条の規

定による広告掲載の決定を取り消すことができる。  

(１ ) 会長が指定する期日までに広告料を納入しなかったとき。  

(２ ) その他会長が特に広告掲載に支障があると認めたとき。  

２ 広告主は、前項の規定による広告掲載の決定の取消しに伴う損害に

ついては、会長に対し、その損害の賠償を請求することはできない。 

 

(広告料の還付 ) 

第１２条 広告料は、原則として還付しない。ただし、さぬき市社会福  

 

http://www.sanuki.ne.jp/reiki_int/reiki_honbun/o1110589001.html#y2
http://www.sanuki.ne.jp/reiki_int/reiki_honbun/o1110589001.html#j7
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祉協議会の都合により広告の掲載ができなくなったときは、還付する

ことができる。  

 

(その他 ) 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、広告事業に関し必要な事項は、

会長が別に定める。  

 

 

附 則  

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


